
個 別 注 記 表

【１．重要な会計方針に係る事項に関する注記】

１．資産の評価基準及び評価方法

(1)有価証券の評価基準及び評価方法

①子会社株式は移動平均法による原価法により評価しております。

②その他有価証券のうち、時価のあるものは、決算日の市場価格等に基づく時価法によっており

　ます。（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定して

　おります。）時価のないものは、移動平均法による原価法によっております。

(2)たな卸資産の評価基準及び評価方法

移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

によっております。

２．固定資産の減価償却の方法

(1)有形固定資産については定率法を採用しております。

ただし、1998年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年4月1日以降に

取得した建物附属設備及び構築物については定額法を採用しております。

(2)無形固定資産については定額法を採用しております。

自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用可能期間（５年）に基づく定額法に

よっております。

３．引当金の計上の方法

(1)貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率による計算額を、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込み額を計上しております。

(2)退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、期末要支給額を計上しております。

(3)役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

４．消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

５．連結納税の適用

連結納税制度を適用しております。

６．のれんの償却方法及び期間

のれんの償却については、5年間の均等償却を行っております。
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７．外貨建の資産または本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

【２．貸借対照表に関する注記】

１．有形固定資産の減価償却累計額 1,720,900 千円

２．保証債務

３．関係会社に対する金銭債権及び債務

8,253,625 千円

1,060,972 千円

67,641 千円

【３．損益計算書に関する注記】

１．関係会社との取引高

18,036,451 千円

2,754,768 千円

487,829 千円

108,142 千円

【４．株主資本等変動計算書に関する注記】

 １．当該事業年度末における発行済株式の種類及び総数

828,026 株

 ２．当該事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項剰余金の配当に関する事項

（１）配当金支払額

（２）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当事業年度末後となるもの

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 取 引 以 外 の 取 引 高

普 通 株 式

短 期 金 銭 債 権

短 期 金 銭 債 務

長 期 金 銭 債 権

売 上 高

仕 入 高

被保証者 保証債務残高

JY Steel Processing Vietnam Co., Ltd.

保証債務の内容

借入金200,703千円

334,035千円

効力発生日1株当たりの配当額

2020年6月25日428円25銭

基準日決議

2020年6月24日
2020年3月31日

定 時 株 主 総 会

株式の種類 配当金の総額

普通株式

効力発生日

2021年6月25日231円02銭

基準日

2021年3月31日191,291千円
定 時 株 主 総 会

普通株式
利益
剰余金

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 1株当たりの配当額

2021年6月24日

2



【５．税効果会計に関する注記】

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

退職給付引当金 122,893 千円

未払賞与 108,480 千円

貸倒引当金 13,755 千円
未払事業税 25,378 千円

その他 97,110 千円

繰延税金資産小計 367,618 千円

評価性引当額 △ 47,843 千円
繰延税金資産合計 319,774 千円

その他有価証券評価差額金 32,703 千円

繰延税金負債合計 32,703 千円

繰延税金資産の純額 287,070 千円

【６．金融商品に関する注記】

１．金融商品の状況に関する事項

(１)金融商品に対する取組方針

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、資金調達についてはＪＦＥホールディングス

グループ金融のＣＭＳと手形債権流動化及び国内金融機関からの借入れを手段として行っております。

(２)金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形、電子記録債権及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。

投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主に業務上の関係を

有する企業の株式であります。

営業債務である支払手形、電子記録債務及び買掛金は、１年以内の支払期日であり、借入金は金利

の変動リスクに晒されています。

(３)金融商品に係るリスク管理体制

①信用リスク（取引先の契約不履行に係るリスク）の管理

　当社は、不良債権の発生防止、債権の質の向上のため「信用管理規程」を制定し与信管理を行っ

  ています。

②資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　メインバンクをはじめとし、他金融機関とも良好な関係を維持し、引き続き流動性の確保に配慮し

　ています。

繰 延 税 金 資 産

繰 延 税 金 負 債
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２．金融商品の時価等に関する事項

2021年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のとおりです。

(単位：千円)

貸借対照表計上額 時価 差額

235,542 235,542 －

85,066,114 85,066,114 －

573,423 573,423 －

85,875,080 85,875,080 －

73,503,914 73,503,914 －

200,000 200,000 －

73,703,914 73,703,914 －

(注１)金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

①現金及び預金、並びに②受取手形、電子記録債権及び売掛金

　これらは短期間で決済される為、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

③投資有価証券

　これらの時価については、取引所の価格によっております。

④支払手形、電子記録債務及び買掛金並びに⑤短期借入金

　これらは短期間で決済される為、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

(注２)

　非上場株式（貸借対照表計上額848,817千円）は、市場価格が無く、かつ将来キャッシュ・フローを

　見積もることができず、時価を把握することが極めて困難と認められる為、③には含めておりません。

【７．関連当事者との取引に関する注記】

１．親会社

２．子会社・関連会社

取引条件および取引条件の決定方針等

(注１)当社では、グループ内の資金を一元管理するキャッシュ・マネジメント・システムを導入しており、

 　参加会社間で資金の貸借を日次で行っているため、取引金額は記載しておりません。なお、金利

 　については市場金利を勘案して決定しております。また担保は提供しておりません。

(注２)銀行借入について債務保証を行っております。

負　債　計

①現金及び預金

②受取手形、電子記録債権及び売掛金

③投資有価証券

資　産　計

④支払手形、電子記録債務及び買掛金

⑤短期借入金

資金の預入（注1） 　　- 千円 預け金 2,119,078千円

利息の支払 3,619千円 - -

利息の受取 16千円 - -

取引の内容 取引金額 科目 期末残高
議決権等の
被所有割合

関連当事者
との関係

親会社
JFEホールディン

グス㈱
間接100％

資金の借入
等

種類 会社等の名称

-債務保証 -

取引金額 期末残高種類 会社等の名称 取引の内容 科目

200,703千円
（注2）

議決権等の
所有割合

関連当事者
との関係

子会社
JY Steel

Processing Vietnam
Co., Ltd.

直接60％ 役員の派遣
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【８．１株当たり情報に関する注記】

(1)１株当たり純資産額 23,419.18 円

(2)１株当たり当期純利益 998.19 円

【９．その他の注記】

共通支配下の取引等

(当社とJFE商事薄板建材株式会社との合併について)

当社及びJFE商事薄板建材株式会社は、2020年1月28日に合併契約を締結し、当社は2020年4月1日付で

JFE商事薄板建材株式会社を吸収合併いたしました。

１．取引の概要

（１）結合当事企業の名称及びその事業の内容

結合当事企業の名称：JFE商事薄板建材株式会社

事業の内容：薄板建材製品の販売

（２）企業統合日

2020年4月1日

（３）企業統合の法的形式

当社を存続会社とする吸収合併

（４）統合後企業の名称

JFE商事鉄鋼建材株式会社

（５）合併対価

JFE商事薄板建材株式１株に対して当社株式１１．５株を割り当て

（６）資本金・資本準備金の増減

なし

（７）発行新株式数

普通株式48,024株

（８）その他取引の概要に関する事項

両社が持つ建設分野でのノウハウや機能を一元化することでお客様への情報提供や品揃えの拡充等、

建設用鋼材分野におけるワンストップサービスを実現して参ります。

２．実施した会計処理の概要

この合併は、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 2013年9月13日）及び「企業結合会計基準

及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 2013年9月13日）に定める、

共通支配下の取引として処理しております。
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